


























研究目的 

遺伝相談が,個人的には家族計画として,社会的には予防医学として,適正に提供され利用

されるためには,遺伝相談の本質からいって,遺伝相談施設や遺伝カウンセラーの孤立した

点在は十分な機能を発揮しないどころか誤りを犯す原因ともなるのである。科学的根拠に

基づく遺伝相談を提供するには,提供する側に組織的な連携がなければこれを行ない得な

い。 

一方,遺伝相談を望み,必要とする者にとっては望む時に,望む場所でその提供が受けられ

るような組織を必要とすることも疑いないところである。すなわち,遺伝相談はカウンセラ

ーにとっても,クライアントにとっても,組織化されたものでなければならないのである。 

このために,いかなる組織が必要であり,それらが組織的にいかに運営,運用されることが

望まれるかを明らかにすることを研究目的とした。 

第 1年度(昭和 52 年度)には,それ以前から行なわれ,また立案中の計画,あるいは将来あり

うる地域遺伝相談システムについてシンポジュームを開催し,その全文を刊行した。第 2

年度(昭和 53 年度)には,地域遺伝相談システムの大きさを検討し,地域住民に最も密着し

て機能する大きさとして,都道府県あるいは政令指定都市単位の地域遺伝相談システムが

確立され,さらに診断等を含めたネットワークとしてブロック毎の中域遺伝相談システム,

さらに高度の情報交換や診断(主として特殊検査)などを目的とした全国的規模の広域遺伝

相談システムの編成の必要性のあることを結論として報告した。 

昭和 52 年に家族計画特別相談事業が厚生省において計画されて以後,各地で地域的な遺伝

相談の組織化の検討が進められるようになり,一部の地域ではその基本的な準備として,遺

伝カウンセラーの養成や,当該地域における保健婦などの教育,研修が進められた。これら

の活動は主として地方自治体の手によって,あるいは地方自治体の他の国体の協力によっ

て行なわれた。 

地域遺伝相談は,地域内に複数の遺伝相談施設があって,それが相互に提携することのみを

意味するものではなく,地域社会に対する地方自治体の地域保健行政と共に関係機関,関係

施設,および医療,保健関係者などの組織的連携によって行なわれるべきものであり,それ



以外に効果的方法は考えられない。 

しかしながら,地域によってはいくつかの問題があり,組織的なシステムの成立の危ぶまれ

るような場合があったので,本年度はこれらの問題点に関し検討した。 

個々に生じた問題点はさまざまであるが,最終的には次の諸点である。第 1は行政上の問題

で,特に政令指定都市,政令市や特別区の存在する都道府県における両者の関係から生ずる

問題である。すなわち,両者は独自の事業計画をもち,同じ内容であっても同一歩調をとる

必要もなく,必ずしも協調は求められてはいないのである。したがって,時には新規事業と

しての特徴を誇示,あるいは強調するために,他と異なる方式を選ぼうとすることがある。

あるいは広い組織やネットワークの一員たることを望まぬ場合もある。 

第 2 は,関係者の認識にかかわる問題である。一般的にいえば,医療保健関係者をはじめ,

一般国民に至るまで,遺伝相談という事業の内容を知らず,□□110 番と呼ばれる電話相談

で行なわれる程度のものとの認識しかない場合がある。また,十分な調査,検討なしに安易

な企画を行ない望ましからざる形態の採用されたところもあり,将来へ大きな問題を残し

た例もある。 

第 3の問題は,医育機関を含めて,医療機関における問題である。わが国ではようやく研究

的な意味で遺伝性疾患への関心は高まってきたが,いまだに臨床遺伝学が臨床医学の基礎

として存在し,なおかつ臨床医学の第一線において存立する内容をもつ分野としては十分

に認識されていない。また,遺伝相談についても同様である。さらに問題となるのは,遺伝

相談が専門家を必要とし,かつ時間を要するものでありながら,その行為に適正な対価が認

められないなどから,病院運営としては経済的に認め難いということである。 

第 4は,セクショナリズムによる問題であって,同一機関内に特殊外来といった形にしろ遺

伝相談を行なう複数の部局が出現するといった事態である。このことによって,地域遺伝相

談が運営しにくくなっている例がある。 


